私法規律の構造4 -改正契約債権法の基本的規律構造（1）- by 伊藤,進










































てきた。平成 27年 2月 24日、法制審議会総会において、「民法（債権関係）の改
正に関する要綱」が決定され、法務大臣に答申された。そこで、法務省において、
答申された改正要綱に基づき、法案作成が進められ、「民法の一部を改正する法律





















































中間試案第 26契約に関する基本原則等、1 契約内容の自由 「契約の当事者は、
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ばならない。3 上記 1及び 2によって確定することができない事項が残る場合に
29






















































































































































































































































































































































































































































































































































民法改正案 412条の 2（履行不能）第 1項 債務の履行が「契約その他の債権の
発生原因及び取引上の社会通念」に照らして不能であるときは、債権者は、その債
務の履行を請求することができない。
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は分かりにくい旨などの指摘があり、要綱案たたき台（部会資料 68A）では、「第 1
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けての解釈論とはどこが異なるのかも明確にして置く必要があるものと思われる。
その後、要綱仮案の原案（部会資料 79）第 8、6 「損害賠償の範囲」では、⑴





































































































(39)大判大正 7・8・27民録 24輯 1658頁。
(40)部会資料 82―2 1頁。
(41)潮見＝山本＝松岡・前掲 4頁。
（明治大学名誉教授）
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